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租税特別措置の整理合理化
── 昭和 31年の臨時税制調査会答申と昭和32年度の
税制改正を中心として ──
小　池　和　彰
はじめに
我が国において租税特別措置が拡大したのは，シャウプ勧告に基づく新税制が実施された翌年の
昭和 26年度からである．昭和 26年度の税制改正における租税政策の基調は，国民負担の調整・軽
減及び資本蓄積の促進を図るための大幅な減税であって，その減税を可能にしたのは，朝鮮動乱ブー
ムによる多額の自然増収が見込まれたことであった 1）．この昭和 26年度の税制改正で，個人所得税の
減税が実施され，大企業向けの特別減税が実施されている 2）．たとえば，個人所得税の減税に関して
いうと，この年，生命保険料控除が復活している（限度 2,000円）．また，大企業向けの特別減税に
関していうと，重要機械 3年間 5割増特別償却制度，合理化機械初年度 2分の 1特別償却制度，試
験研究用機械設備 3年間均等償却，価格変動準備金，退職給与引当金などが創設されている．
その後も租税特別措置は拡大するが，しかし昭和 30年代に入ると，租税特別措置に関して見直す
ムードが高まってくる 3）．租税特別措置は，昭和 20年代に急激に拡大し，わが国の戦後経済の復興を
実現するために大きな役割を演じたが，しかし昭和 30年代に入ると，その役割はある程度終了を迎
え，むしろ租税特別措置を整理合理化していこうとする動きが活発化してくるのである．
昭和 31年の臨時税制調査会答申は，これまで拡充してきた特別措置を再検討し，整理するという
方針を打ち出している 4）．昭和 31年の臨時税制調査会答申をみると，租税特別措置は，経済政策等を
遂行するための比較的有効な手段であり 5），わが国の税制にもある程度これらの措置が取り入れられ
るのはやむを得ないとしながらも，現在あまりに多くの特別措置があり，各種の弊害が現われており，
1）　佐藤進・宮島洋『戦後税制史』(税務経理協会・1979年 )30頁．
2）　同上，32－33頁．
3）　大蔵省財政史室編『昭和財政史』(東洋経済社・1990年 )189頁．
4）　臨時税制調査会編『臨時税制調査会答申』1956年 12月，7頁．
5）　昭和 31年臨時税制調査会答申は，（1）歳入を十分に，かつ能率的にあげること，そして，（2）国民経済の正常な発
展を阻害しないこと，しかも（3）その負担が公平に国民の間に分担されることという 3点の要請に合致するように，
税制は組み立てられているとしているが，しかしこれらの要請に加えて，経済手政策的要請から，種々の租税特別措
置がとられているとしている．臨時税制調査会編・前掲注（4）70頁．
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課税の公平と税制の簡素化を考慮して，全面的な再検討が必要であるとしている 6）．
そして，昭和 31年の臨時税制調査会答申は，以下の 5点を掲げている 7）．
（1）特定の政策目的を遂行するためには，本来租税特別措置を利用した税の減免策よりも，補助金，
財政投融資のような積極的な財政支出による方が，より妥当であり，一層効率的である．
（2）現行の各種特別措置を創設した際は，多少の負担不均衡をもたらしても特定の政策を遂行す
る必要があると考えられたが，しかしその後経済が回復し，政策遂行上の必要性が衰えてきている．
（3）特別措置による減免税または課税の繰延べは，その金額も多額にのぼり，しかもそれは，往々
にして，少数の納税者にかたよりがちである．たとえば，大企業の方が中小企業よりも，租税特別
措置の恩恵を受けている．また所得税減税を実施しなければならないが，しかしその減税財源が乏
しい．したがって，租税特別措置を整理する必要がある．
（4）多くの租税特別措置が設けられているため，税制が複雑化し，その執行が円滑なものではな
くなってきている．
（5）現行の特別措置のうち期限の定めがあるものは，その大部分が昭和 32年度末ごろまでに適用
期限が切れるので，これを機会に租税特別措置を全面的に再検討すべきである．
さて，平成 22年度税制改正において，「租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律」が制
定され，租税特別措置の見直しが現在わが国において検討課題として掲げられている．この法律に
は，租税特別措置の実態を把握するための調査を行うことが規定されており，それ故に，平成 23年
4月 1日以後に終了する事業年度又は連結事業年度から，法人税関係特別措置を適用する場合には，
その法人が提出する法人税申告書に「適用額明細書」を添付し，税務署に提出することが求められ
ている（法附則第 2条第 1項，第 3条第 1項）．この「適用額明細書」を参照して，租税特別措置の
適用状況が把握され，そしてその効果が検討され，適宜，租税特別措置の見直しが行われることになっ
ている．
前述した昭和 31年の臨時税制調査会答申やそれを受けた昭和 32年度の税制改正というのは，日
本経済が発展軌道に乗り，税負担の均衡化及び税制の体系化・簡素化といった観点から租税特別措
置を見直そうという余裕がわが国に生じてきたという状況があったがゆえの見直しであり 8），現在の
我が国のひっ迫した財政状況とは異なるところがあることは否めない．
しかしながら，昭和 31年の臨時税制調査会の答申とそれを受けた昭和 32年度の税制改正は，租
税特別措置の見直しを行おうとしている現在の我が国において，非常に参考になる先例といってよ
い．
そこで本稿は，昭和 31年の臨時税制調査会の答申とそれを受けた昭和 32年度の税制改正を検討
して，これからのわが国における租税特別措置の見直しに関して考えてみることにしたい．
6）　同上，同頁．
7）　同上，70－71頁．
8）　佐藤・宮島・前掲注（1）78頁．
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Ⅰ　昭和 31年の臨時税制調査会の答申
昭和 31年の臨時税制調査会の答申の具体的な内容に関して，所得税に関するものから法人税に関
するものへという順番で，検討していくことにしたい．
利子所得に関しては，20％の税率で所得税の源泉徴収が行われるのが原則であるが，しかし昭和
30年 7月 1日から昭和 32年 3月 31日までの間に支払いを受ける利子所得は，所得税が免除されて
おり，また昭和 31年 3月 31日までに預け入れられた 1年以上の定期預金，同日までに発行された
公社債で引き続き 1年以上登録されているもの等，長期の定期性貯蓄の利子については，他の所得
と分離して 5%の税率で課税されることになっていた．
利子所得の税負担を他の所得よりも軽くすることは，公平の原則に反するが，しかし貯蓄の奨励
は必要であるとし，臨時税制調査会答申は，利子所得非課税の措置は，適用期限をもって廃止するが，
さしあたり経過的に緩和措置を講ずべきであるとの結論に達している 9）．
臨時税制調査会答申は，わが国において貯蓄の増強が必要であることに関して，次のように述べ
ている 10）．
「国民経済の健全な発展のためには，貯蓄の増強が必要である．貯蓄の形態には，株式投資に
よる企業への直接投資もあるが，預貯金等の貯蓄の奨励も経済政策として重要視さるべきであ
る．諸外国でも，西ドイツは，長期貯蓄について税制上かなりの優遇措置をしているし，イギ
リスも，最近貯蓄奨励のため税制上の措置を講じた．」
配当所得に関しては，当時，20％の税率で所得税の源泉徴収を受けて，確定申告によって，他の
所得と総合課税されることになっており，また，配当所得の金額の 25%に相当する税額が配当控除
として控除されることになっていた．
もっとも昭和30年7月1日から昭和32年3月31日までの間に支払いを受ける配当所得については，
所得税の源泉徴収税率は 10％に軽減されることになっていた．
また，昭和 30年分及び昭和 31年分の所得税については，配当控除額を 5%割り増しして，配当所
得の 30%相当額が配当控除として控除されることになっていた．
臨時税制調査会答申は，5%の配当控除割増制度は，適用期限をもって廃止するが，しかし源泉徴
収税率を 10%に軽減する特例は，なお 2年間そのまま存続すべきであるとの結論に到達している．
その理由として，臨時税制調査会答申は，わが国企業の資本構成が，いまだ戦前水準に達せず，直
9）　臨時税制調査会編・前掲注（4）82頁．
10）　同上，81頁．
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接投資優遇の必要性が依然としてあることをあげている 11）．
生命保険料控除に関しては，当時，納税者が支払った生命保険料の金額を，15,000円を限度とし
て控除するというものであった．生命保険料控除は，大正 12年の税制改正で，200円を限度として
始まり，昭和 22年の税制改正の際に廃止されたが，前述したように，昭和 26年に 2,000円を限度と
して復活し，その後その限度額は，徐々に引き上げられていき，当時の金額である 15,000円になっ
ていた 12）．
生命保険料控除の根拠について，税制調査会答申では，次の 3つを挙げている 13）．
（1）　長期貯蓄の奨励
（2）　半強制的に貯蓄させられることによる担税力の減退
（3）　相互扶助による生活安定の効果
臨時税制調査会答申では，上記の 3つの根拠を考慮し，特に（3）の相互扶助による国民生活の安
定という生命保険の機能を重視して，生命保険料控除に関しては，現行の限度額を据え置いて，存
続すべきであるとの結論に到達している 14）．
増資配当免税という制度が当時存在し 15），その免税の内容が，有償増資であるか無償増資であるか
によって異なっていた．有償増資については，増資後 2年間の配当金額中，年配当率 10％以下に相
当する部分の金額について，法人税を免除するというものであった．また，再評価積立金の資本組
入れによる無償増資については，増資後 2年間の配当金額中，年配当率 5％以下に相当する部分の金
額について，法人税を免除するというものであった．
わが国の資本構成を見ると，戦前は，自己資本 6他人資本 4であったのに対し，昭和 31年当時は，
自己資本 4他人資本 6という構成であり，この不良な資本構成を考慮すると，引き続き資本構成の
正常化を図るため，現行措置を存続する必要があるという見解もあった 16）．　　　
しかしながら，臨時税制調査会は，増資配当免税という制度は，配当された所得に関して，法人
の段階でも，個人の段階でも課税されないというものであり 17），特別の必要性が認められない限り，
11）　同上，86頁．
12）　同上，87頁．
13）　同上，88頁．
14）　昭和 31年の税制調査会答申は，（1）に関しては，生命保険の長期資金としての重要性は，戦前ほどではなくなっ
ているとし，（2）に関しては，半強制的な貯蓄であるという生命保険料控除の弁護は，生命保険料の振込みはあくま
で任意のものであり，将来の期待権を獲得するためのものであるにすぎないという反論がありうるとし，（3）に関し
ては，掛捨ての生命保険にも適用しうる理由付けであり，社会保険料控除の思想とも共通するもので，今日の生命保
険料控除を支える大きな理論的支柱となっているとしている．同上，同頁．
15）　同上，90頁．
16）　同上，90－91頁．
17）　わが国の税制では，法人擬制説が採用され，法人税は株主の所得に対する所得税の源泉徴収であると見られ，個人
が株主である場合には，その源泉徴収額に相当する金額を配当控除として控除し，法人が株主である場合には，配当
に対する法人税の課税を行わないことにしている．当時，増資配当免除措置の適用のある増資新株の配当についても，
配当控除及び配当益金不算入制度の適用があったが，しかしこれら新株の配当のもととなる法人の所得には，法人税
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すみやかに廃止されねばならないとし，この制度は，適用期間を延長することなく，適用期限到来
とともに，廃止すべきであるとの結論に到達している 18）．
貸倒準備金に関しては，当時，評価性引当金であるという考え方と，利益留保の意味合いもある
という考え方があった．貸倒準備金は，企業会計の考え方としては，利益留保ではなく，債権の評
価性引当金であるという考え方が通説であるが，しかし臨時税制調査会の答申では，貸倒引当金が
純粋な評価性引当金であるという考えには至っていない 19）．臨時税制調査会の答申では，貸倒準備金
を徹底した評価性引当金に改めることは技術的にかなり困難であるとの結論に達し，累積繰入限度
額は現行のまま残して，毎期の繰入限度額を 7割程度に引き下げることが提案されている．20）
具体的には，次の（1）と（2）のいずれか低い金額を繰入限度額とすることが提案されている．
（1）期末貸金残高に次の割合を乗じた金額
卸売及び小売業　　1.5％
製造業　　　　　　0.7％
金融及び保険業　　0.7％
その他の事業　　　0.5％
（2）所得金額の 100分の 15（金融及び保険業のうち農林中央金庫及び商工組合中央金庫は 100分
の 35，その他は，100分の 25）に相当する金額
当時，価格変動準備金という制度があり，これについても検討されている 21）．当時は，たな卸資産
の評価方法は，原価法，時価法又は低価法のいずれかを選択することができるようになっていて，
たな卸資産の時価が原価を下回った時には期末時価まで評価減をすることが認められていた．そし
て，価格変動による企業の損失に備えて，価格変動準備金を積み立てることが認められていた．価
格変動準備金は，翌期首に全額益金に戻し入れ，期末に新たに積み立てる洗替方式の準備金であった．
価格変動準備金は，他の準備金や引当金と比較すると，利益留保としての側面が強いと批判され
ていた 22）．価格変動準備金は，企業収益の多いときにあらかじめ準備をしておき，価格が下落した時
に，準備金を取り崩して，損益の平準化を図るための制度であるとされていた．しかし実際の利用
状況をみると，単なる利益調節の手段として使われているにすぎず，価格が下落し，企業収益がゼ
ロ以下となった時ですら，価格変動準備金の積み立てを行い，欠損金の金額を多くして，既に納め
の課税が行われておらず，いわば源泉徴収が行われていないのに，源泉徴収税額を控除する結果となっていた．同上，
91頁．
18）　同上，91－92頁．
19）　同上，95頁．
20）　同上，95－96頁．
21）　同上，97－100頁．
22）　「価格変動準備金は，企業会計上保守主義の立場をとっても，経費性のない単なる利益留保とみられている．他の
準備金，引当金は，企業会計の立場からみて，多かれ少なかれ，当期の収益に見合う費用を計上するものと説明され
るが，この価格変動準備金制度には，そのような根拠も乏しい．」同上，99頁．
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た税額の還付を受けるという例すらあった．
また企業収益が多いときに，価格変動準備金を積み立て，利益を少なくして，結果的に税額を減
少させ，逆に企業収益が少ないときに，価格変動準備金を取崩して，結果的に税額を増加させると
いうことも行なわれていて，企業の担税力という観点からすると，適切ではないという批判もあっ
た 23）．
このように価格変動準備金に関して問題はあるが，しかし臨時税制調査会答申では，存続させる
必要が依然としてあるという結論に至っている 24）．価格変動準備金に関しては，臨時税制調査会は，
利益留保としての性格を有しているとし，縮小し，整理の方向に向かうべきものとしながらも，ま
だしばらく存続させる必要があるとしているのである．
退職給与引当金については，臨時税制調査会答申では，諸外国では，退職年金を支払う事例は多
いが，しかし我が国のように，税務上その計上を認めている実例はないとしながらも，改正を加えず，
現行制度のまま維持することが適当であるとしている 25）．
渇水準備金も検討されている 26）．電力会社の収支は，渇水時には赤字となり，逆に，豊水時には黒
字になる状況にあった．渇水準備金は，自然現象によって周期的に生じてしまう損益の不可避的な
変動を平準化するという役目を担っていた 27）．
しかし，このような自然現象による損益の変動を平準化しようとする渇水準備金は，偶発損失準
備金であるという見方もでき，このような偶発損失準備金の繰入額を法人税法は認める必要はない
という意見もあった 28）．また，渇水準備金制度は，電力事業に対して，過度の優遇措置となっている
のではないかという見解もあった 29）．
臨時税制調査会の答申は，総合的に勘案して，渇水準備金に新たに累積限度を設け，その積み立
ての最高額を制限することが適当であるとの結論に到達している 30）．
異常危険準備金も検討されている 31）．損害保険契約というのは，保険会社が一定の期間に，特定の
危険が生じた場合に，保険金を支払う義務を負い，その対価として保険料を収入するというもので
ある．そして，その保険期間が未経過である場合には，未経過の保険期間に対応する分の保険料を
留保しておく必要があり，それが，損害保険業における本来の責任準備金である．異常危険準備金
とは，この狭義の責任準備金に，異常危険に備えた内部留保たる性格を有する積立金を含めたいわば，
23）　同上，同頁．
24）　もっとも，臨時税制調査会は，その事業年度に欠損金を生ずることになるような積み立ては，損金算入を認めるべ
きではないとしている．同上，99－100頁．
25）　同上，102頁．
26）　同上，102－105頁．
27）　同上，103頁．
28）　同上，104頁．
29）　同上，同頁．
30）　同上，105頁．
31）　同上，105－109頁．
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広義の責任準備金であった．
この広義の異常危険準備金の残高は，戦後だいぶ回復したものの，戦前の水準まで回復しておらず，
損害保険事業の公共性及び国際競争力の必要性に着目すると，その額はまだ不十分であると臨時税
制調査会答申は指摘している 32）．広義の異常危険準備金の積立残高は，戦前は，収入保険料の 149％
に達していた．しかし，戦争により損害保険会社の内部留保は，著しく減少し，昭和 30年度には，
まだ 104％まで回復しているに過ぎなかったのである．
もっとも，異常危険準備金は，比較的損失が少ない場合に繰り入れ，逆に損失が多い場合には取
り崩すことにして，損益を平準化しようとする準備金，すなわち偶発損失準備金の性格を有するも
のである 33）．また，過去の災害発生を見ると，異常災害が発生した事例は少なく，また，特定事業の
利益となるような税制上の措置は，控えるべきであるとの見解もあった 34）．
そこで，異常危険準備金に関しては，廃止するのではなく，継続し，累積限度額は，現行どおり
据え置くが，しかし毎期の繰入限度に関しては，引き下げる提案が，臨時税制調査会の答申でなさ
れている 35）．
違約損失補償準備金に関しては，その必要性はないという見解があるものの，定款でその積み立
てが強制されていることもあり，必要な限度内で，税務上損金として認めることが適当であると臨
時税制調査会は指摘している 36）．
商品取引所又は証券取引所では，相手の違約が発生した場合に対処するために，違約損失補償準
備金という制度が設けられている．この種の準備金は，渇水準備金や異常危険準備金と同様に，偶
発損失準備金の性格を有しており，本来ならば，税務上損金として認める必要性はない 37）．
しかしながら，臨時税制調査会答申では，商品取引所の公共性を考慮し，また取引所の資本力が
なお異常損失に耐えるだけ十分ではないことを鑑みると，現在の違約損失補償準備金を存続させる
べきであるとしている 38）．もっとも，昭和に入ってから取引所で違約の実例がないことを鑑みても，
現在の限度額は高く，累積限度額を 25％程度制限することが適当であると臨時税制調査会は指摘し
ている 39）．
特別修繕引当金については，諸外国では認められていないが，しかし企業会計上も当然認められ
るべき引当金であって，今後も恒久的に存続すべきである見解が，臨時税制調査会答申で示されて
32）　同上，107頁．
33）　同上，同頁．
34）　同上，109頁．
35）　同上，同頁．
36）　同上，111頁．
37）　同上，同頁．
38）　同上，同頁．
39）　同上，同頁．
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いる 40）．
税法上の減価償却には，費用を配分する手続きとしての側面と，投下資本の回収，そして再調達
資金の蓄積としての側面がある．後者の側面に着目すると，耐用年数を短縮したり，割増償却をし
たりすることにより，減価償却は，様々な政策目的に利用されるようになる．その政策目的実現の
具体的な制度の一つとして，税法上の特別償却がある 41）．
特別償却は，租税特別措置の典型であり，わが国の産業育成等のために利用されているあくまで
臨時的な制度であるから，その目的が達成されたならば，廃止されるべきものである．
しかしながら，臨時税制調査会答申は，他の特別措置と異なり，特別償却制度は，なお当分の間
存続させ，その一部については，むしろ強化すべきであるとの結論に到達している．昭和 31年の臨
時税制調査会答申は，次のように述べている 42）．「…，現行の特別償却制度は，特定の近代的設備投
資を奨励しようとするものであるが，最近技術の進歩はめざましく，設備の経済的陳腐化の速度は，
数年前に比べて著しく速くなっているから，陳腐化資産の割増償却をより積極的に認めることとす
るほか，固定資産の耐用年数についても，一般的にこれを再検討することとすべきであろう．」
昭和 28年 8月の税制改正により，輸出の振興に資するため，輸出所得控除の制度が設けられてい
た 43）．輸出所得控除は，輸出取引による収入金額の 3％ (プラントの製造業者の直接輸出又は輸出業
者への販売については 5%，輸出業者が他から購入した物品を輸出する場合には 1％ )に相当する金
額であった．ただし，控除金額には，輸出所得金額の 80％を超えてはならないという制限があった．
臨時税制調査会答申は，輸出の振興のために，臨時の助成措置が依然として必要であるとし，現
行制度の適用期限後も，輸出所得控除は，引き続き 2年間延長されるべきであるとしている 44）．
昭和 28年 8月，輸出取引のキャンセル及びクレームによる損失に備えるため，輸出損失準備金が
設けられている 45）．戦争によって，わが国の貿易商社は著しく弱体化し，民間貿易再開後まもなくは
海外の取引関係も確立されず，昭和 26年世界的に商品の価格が下落した際には，海外から輸出取引
について多くのキャンセル，クレーム等を受け，かなりの損失が生じた．このような損失に備える
ため，輸出損失準備金が設けられている．
40）　同上，112頁．
41）　「本来計算技術的な制度であるものが，なぜこのように数多く，政策的なものと結びついたかといいますと，これ
は減価償却制度そのものに内在する性格から導き出された結論ではないかと思います．減価償却というものは本来的
には，費用配分の原理に基づく技術的な制度であるといっても，実際に減価償却を行う企業の立場から見ますとそれ
は投下資本の回収であり，再調達資金の蓄積であるという機能をもつものであって，これがかなり大きく企業財政上
のウエイトをもっているということは否めない事実です．この点から現行耐用年数を短くされたいという要望なり，
減価償却を割増されたいという加速度償却を要望する声が出てきます．」（田辺氏発言）藤根慶一，山田庄三郎，野口
一郎，田辺昇，比企武雄，川村孝「 座談会　特別償却制度をめぐって」税経通信第 12巻第 13号 1957年 12月，182頁．
42）　臨時税制調査会編・前掲注（4），114頁．
43）　同上，116頁．
44）　同上，同頁．
45）　同上，同頁．
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臨時税制調査会答申では，次のように述べて，この制度が廃止されるべきであることを指摘して
いる 46）．輸出損失準備金は，偶発損失準備金のうちでも，その繰入額を損金に算入する妥当性に乏し
い．またこの制度の施行当時と比べると，わが国の貿易商社の海外支店網も次第に充実し，国際商
取引にも習熟してきた．この制度の必要性は乏しくなり，輸出損失発生の事例も乏しいので，臨時
税制調査会は，輸出損失準備金のような臨時の特別措置は，適用期限の延長をすることなく，期限
をもって廃止すべきであるとしている．
重要物産免税制度に関しても検討されている 47）．重要物産免税制度は，税負担の不公平を生ぜしめ
ている制度であり，制度自体も不合理な点が多い．たとえば，この制度は，実質的に納税者に補助
金が支給されるのと同様の効果を持つものであって，収益が出たときにその収益に応じて補助が提
供されることになるため，本来補助金の交付を必要とするような企業収益の低いときや欠損のとき
になんら補助が受けられず，逆に補助金の必要がないような企業収益の高いときに，多額の補助を
受けるという矛盾があった 48）．
しかしながら，臨時税制調査会答申では，新規産業の育成は，今後ますます重要度を増している
とし，重要物産免税制度は，存続させることが適当であるとしている 49）．
Ⅱ　昭和 32年度の税制改正における租税特別措置の整理合理化
上述した臨時税制調査会の答申を基礎に行われた昭和 32年度の税制改正では，それまで拡充して
きた租税特別措置の整理合理化が取り上げられ，見直しが実施された．しかしその見直しは，経済
政策の手段としての租税特別措置の役割が完全に終わったという判断のもとに行われた見直しでは
なく，当面の目標を達成したものは整理し，また税負担の公平を著しく阻害しているものを整理ま
たは合理化の対象とし，一方で日本経済にとって必要なものは税制上の問題があっても拡充又は存
続するという見直しであった 50）．
利子・配当等に関する改正の内容を見ると，引き続き，貯蓄奨励の必要性が強調され，その整理
合理化は小規模なものにとどまっている 51）．昭和 32年度の税制改正の内容を見ると，増資配当免税
については廃止されたものの，その他の点では，利子・配当等に関しては大きな改正はなく 52），利子・
46）　同上，119頁．
47）　同上，121－127頁．
48）　同上，125頁．
49）　同上，127頁．
50）　佐藤・宮島・前掲注（1）78頁．
51）　林大造「昭和 32年度税制改正の概要」税経通信第 12巻第 6号 1957年 5月，8頁．
52）　利子・配当所得というのは不労所得の最たるものであり，これらの所得を多額に有するのは富裕者であるといって
よい．しかし戦後は一般大衆の預貯金や投資も盛んになっており，大衆も利子・配当所得の税制上の恩恵を継続して
受けていたと考えられる．松下周太郎「三十二年度の税制改正を見て」税経通信第 12巻第 5号 1957年 4月，187頁参照．
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配当等に関する整理合理化はごく小幅なものにとどまっているといってよい 53）．
利子所得に関しては，依然として奨励税制が実施されている 54）．臨時税制調査会の答申では，1年
以上の預貯金等の利子所得非課税の措置は，適用期限をもって廃止するとしていたが，しかし昭和
32年度の税制改正では，さらに 2年間延長されることになり，また，その他の利子所得に関しても，
10％の税率により課税するという特例が取られている．
配当所得に関しては，臨時税制調査会の答申通り，源泉徴収税率を 10％軽減する措置は，継続さ
れることになり，5％の配当控除割増制度は，廃止されることになった 55）．また，配当所得を課税所
得 1千万円超に該当するものと，課税所得 1千万円以下に該当するものとに分け，前者については，
10％の配当控除率を適用し，後者については 20％の配当控除率を適用することとされた 56）．
生命保険料控除も臨時税制調査会の答申通り，引き上げられている 57）．すなわち，従来年 15,000円
までの控除が認められていたが，15,000円以上 30,000円までの保険料についても，その半額に相当
する金額の控除が認められるようになった 58）．生命保険料控除に関しては，前述したように，相互扶
助による生活安定の効果という理由付けで金額が引き上げられているが，免税とは異なり，所得控
除という目立たない税制上の恩典であることも金額が容易に引き上げられた要因として筆者は挙げ
ておきたい．
引当金や準備金に関しては，いずれも発生主義に立ち，費用収益対応の原理に基礎を置いたもの
という意味では，いずれも費用と見られるべきものであるという見解もあるが 59），しかし一般的には，
会計学上は，費用となるものと利益留保性のものとの区別がある．すなわち，貸倒準備金，退職給
与引当金，そして特別修繕引当金は会計学上の通説では費用であると考えられており，一方，価格
変動準備金，渇水準備金，異常危険準備金，そして違約損失準備金は，利益留保性の引当金である
と考えられている 60）．
昭和 32年度の税制改正においても，昭和 31年の臨時税制調査会の答申を受けて，利益留保性が
あるかないかが検討されて，引当金・準備金の削減が行われている．
53）　利子・配当所得は，当時，わが国の重要な経済政策であった．石弘光『現代税制改革史』（東洋経済新報社・2008年）
243－256頁参照．
54）　林・前掲注（51）8頁．
55）　同上，同頁．
56）　同上，10頁．
57）　林・同上，8頁．
58）　生命保険料控除は，将来の生活安定のための健全な貯蓄であると考えられ，生命保険料控除の引き上げは，貯蓄優
遇税制の一環であるといえる．松下・前掲注（52）187頁．
59）　「発生主義に立ち，費用収益対応の原理に基礎をおいた近代期間損益計算の思考に立つ限り，準備金，引当金制度
が特別措置といわれる理は全く存しない．」山下勝治「いわゆる租税特別措置の意味－退職給与引当金を中心として－」
税経通信第 12巻第 1号 1957年 1月，21頁．
60）　岡部利良「租税特別措置とその影響－企業会計による収奪形態の一側面－」税経通信第 11巻第 5号 1956年 5月，
15－16頁．
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もっとも，確定している過去の費用を配分する減価償却とは異なり，将来の費用である引当金の
場合は，金額が不確定であることもあって，費用なのかそれとも利益留保なのかが，あいまいなと
ころがあることは否めない．先に示した昭和 31年の臨時税制調査会の答申でも，たとえば会計学上
は費用であるとされている貸倒準備金でさえも，費用かあるいは利益留保かが不明確であるとされ
ている．したがって，費用なのか利益留保なのか不明確なところを残したまま，利益留保性のある
ものは極力削減していくという姿勢で，昭和 32年度の税制改正が行われているところがある．石弘
光教授も，このことについて，次のように述べている 61）．「…．問題を難しくしたのは，準備金・引
当金が概念上，商法と税法の上で取り扱いに相違があったことである．そのことをめぐっていつも
議論が繰り返されていた．問題は，租税特別措置の個別項目が本来企業会計上の費用に該当するも
のなのか，それとも利益留保的要素を持つものなのか，両者の範囲のあいまいさに起因している．」
貸倒準備金については，臨時税制調査会の答申通り，毎期の繰入限度額が，3割引き下げられ，累
積限度額は，現行どおり据え置かれた 62）．
価格変動準備金に関しては，臨時税制調査会の答申通り，繰入限度額が 2割程度引き下げられ
た 63）．すなわち，従来 10％の含み益を留保できることとされていたものについては，8％の含み益を
留保できることとされ，従来 5％の含み益を留保できることとされていたものについては，4％の含
み益を留保できることになった．また，その趣旨からして，価格変動準備金を積み立てた結果，そ
の事業年度に欠損金が生じるほどの価格変動準備金を積んではならないという制限が加えられた 64）．
退職給与引当金に関しては，昭和 31年度の税制改正により，累積限度額が二分の一となり，昭和
32年度の税制改正では，変更はされなかった．また，特別修繕引当金に関しても，昭和 32年度の税
制改正では，変更はなかった．
渇水準備金については，それまでは，累積限度の制限がなかったが，しかし今回の改正で，累積
限度額が設けられた 65）．累積限度額は，全国平均で連続する過去 2年間の最高渇水 (24％ )が発生し
た場合に生ずる予想損失の額とすることになった．
異常危険準備金については，最近異常危険の発生がほとんどないという指摘を受けて，累積繰入
限度額は現行の通りとなったが，しかしその繰入限度額が 3割程度縮減された 66）．
違約損失準備金については，臨時税制調査会の答申通り，毎期の繰入限度額は現行の通りであるが，
しかし累積限度額は，25％圧縮された 67）．
昭和 32年度の税制改正でも，昭和 31年の臨時税制調査会の答申通り，特別償却に関しては，縮
61）　石・前掲注（53）257頁．
62）　林・前掲注（51）9頁．
63）　同上，8頁．
64）　同上，8－9頁．
65）　市丸吉左エ門「法人税法の改正」税経通信第 12巻第 6号 1957年 5月，52頁．
66）　同上，54頁．
67）　同上，53頁．
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小されておらず，むしろ拡充強化を図る方向に進んでいる 68）．特別償却に関しては，わが国の経済の
発展のため必要とされたという側面と，免税とは異なって，単なる課税の繰り延べであり，世間の
反対を受けにくいという側面があることも簡単に拡充方向に向かった要因の一つであるといってよ
い 69）．
輸出所得控除は，臨時税制調査会の答申通り，昭和 34年 12月 31日まで延長されている 70）．この
輸出所得控除の背景には，当時の政府の緊急総合対策がある．昭和 31年の緊急総合対策の主たる目
標として，積極的な輸出の増進を図ることが掲げられている 71）．
輸出損失準備金は，臨時税制調査会の答申では，昭和 33年 7月 31日まで適用期間があるので，
昭和 32年度の税制改正では，変更はない．
重要物産免税制度に関しては，臨時税制調査会答申を受けて，改正されている 72）．免税の対象とな
る物産を国民経済上重要な新規産業の製品とし，企業採算上著しく不安のあるものに限定されるこ
とになった．また，重要物産品目ごとに指定期間が設けられることになった．加えて，免除される
所得には，一定の制限を設けるものとし，過度な優遇が排除されることになった．
むすび
租税特別措置を見直そうとしている現在のわが国にとって，昭和 31年の臨時税制調査会の答申と
それを受けた昭和 32年度の税制改正は，非常に重要な先例である．過去において租税特別措置の整
理合理化がどのように提案され，そして結果どのようになったかに関する検討は，今後のわが国に
おける租税特別措置の見直しに大いに参考になるはずである．
租税特別措置は，政府の政策を効果的に実現するためのものであるが，しかし期待された効果が
68）　「…拡充された第三の措置は，特別償却制度である．中小企業の機械の特別償却について特別の配慮を払うとか，
探鉱用機械等の特別償却制度の拡充，石炭業の構内施設等の特別償却制度の創設等，設備の近代化等のため，特別償
却制度は合理化された．」林・前掲注（51）8頁．
69）　「…，この特別償却制度については，まず第一に，この制度は，依然として日本経済の発展の為には，基本的に必
要な施策であるということ，言葉をかえて申せば，この制度の政策目的上の優先順位が高いこと，第二にこの制度は，
税制上の特別措置のうちでも，税の繰り延べの制度であって，他の減免制度よりも，俗な言葉でいっても罪が軽いこ
と，この二つの点から，答申では，猶，現行制度は存置すべきであるとしておりますし，さらに加えて必要なものに
ついては拡充を行うべきであると述べております．」（田辺氏発言）藤根・山田・野口・田辺・比企・川村・前掲注（41）
182－183頁．
70）　同上，同頁．
71）　「緊急綜合対策の主なる目標は，輸入増加の最大の原因とみられる過大な設備投資等を抑制するための一連の引締
政策が中心となることはいうまでもないが，これらの措置に加えて，国際収支の逆調を改善するため，積極的に輸出
意欲の増進を図ることが必要であると考えられた．即ち税制面においても，従来から行われてきた輸出所得の特別控
除制度を利用し，これを拡充することによって輸出増強の一助としようとするものである．」久保田一信「輸出所得の
特別控除制度の拡充－その改正要綱を中心としてー」税経通信第 12巻第 11号 1957年 10月，129頁．
72）　林・前掲注（51）9頁．
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発現しない場合，あるいは，その責務が終了した場合には，廃止されるべきものである．実際，臨
時税制調査会の答申では，租税特別措置の政策上の必要性が考慮され，特別償却や輸出所得控除は，
政策的に重要な租税特別措置であるとされ，これらの制度の継続と拡充が宣言されているが，しか
し政策的な責務をすでに果たしたと判断された輸出損失準備金は廃止されるべきことが宣言されて
いる．
今後わが国で租税特別措置を見直すに当たっては，やはり，政策として租税特別措置が有効に機
能しているかどうかを検討し，その租税特別措置の継続か撤廃かを決定するようにすべきであろう．
また，引当金・準備金について，会計学上費用であるものと利益留保性のものとに分けて，利益
留保性のものについては，漸次縮小するという方針で整理合理化が進められていることにも注目す
べきである．税制は，会計の理論を基礎に成り立っているし，また基礎にすべきでもあるので，昭
和 31年の臨時税制調査会の答申，そしてそれを受けた昭和 32年度の税制改正も引当金・準備金に
関しては，上記の指針に基づいて整理合理化が進められている．今後のわが国の租税特別措置の見
直しも，このように，会計や税法の理論を基礎において，行われるべきである．租税特別措置は，
会計や税法の理論に基づいているものもあるが，会計や税法の理論から逸脱しているものが多い．
今後わが国における租税特別措置の見直しにあたって，会計や税法の理論に照らして整理合理化を
進めていくという方針は，正当で，しかも有効な手段である．
このように，昭和 31年の臨時税制調査会の答申，そしてそれを受けた昭和 32年度の税制改正は，
租税特別措置の整理合理化を推し進めたといってよいが，しかし昭和 31年の臨時税制調査会答申
に見られる整理合理化方針は，昭和 32年度の税制改正では後退しているという指摘がなされてい
る 73）．実際，臨時税制調査会の答申では，整理合理化による増収が 277億円であったものが，政府の
要綱では，それが 200億円に縮小されている 74）．その整理合理化の後退の要因として挙げられている
のは，関係業界からの圧力である 75）．そしてその関係業界の強い抵抗は，「臨時税制調査会資料集（そ
の 1）」からもうかがえる．76）
また，整理合理化に対する反論がいくつか掲載されている，当時の雑誌『税経通信』からも，経
済界からの抵抗がうかがえる．たとえば，当時の関西経済連合調査部次長の富谷浩氏は，租税特別
措置の整理・縮小に関して次のように批判している 77）．富谷氏は，昭和 31年の臨時税制調査会の答
申は，所得税の減税財源として，租税特別措置の整理を挙げているが，しかし，租税特別措置の整
理よりも，まず，税の自然増収によって，所得税の減税財源を賄うべきであるとしている 78）．また，
73）　佐藤・宮島・前掲注（1）75頁．
74）　同上，79頁．
75）　同上，75頁．
76）　臨時税制調査会『臨時税制調査会資料集（その 1）』1956年 8月．
77）　富谷浩「関経連は要望する」税経通信第 12巻 1号 97頁，1957年 1月．
78）　同上，同頁．
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富谷氏は，現在租税特別措置と一般に言われているものの中には，会計原則上当然企業の費用とし
て処理されるべきものがあるとしている 79）．さらに富谷氏は，租税特別措置とみられる項目に関して，
それぞれ設置を必要とした当時の社会，経済の諸事情がまだ存続しており，したがって，租税特別
措置も存続が必要であるとしている 80）．
社団法人企業経営協会事務局長の古銭栄三郎氏も，わが国の経済が戦後の段階ではないが，まだ
正常化したかどうか疑問であるとし，また，経済政策的諸措置がとられた背景に，わが国企業にお
ける内部留保を図り，資本の蓄積に資するという趣旨があるとし，この資本蓄積はまだ不十分であ
ることも指摘している 81）．
これからわが国において，租税特別措置の見直しを行っていく過程で，昭和 30年・31年と同様に
関係業界の強い抵抗があることが予想されるので，これに対して適切に対応するようにしなければ
ならないことはいうまでもない．ただ単に既得権益化した租税特別措置に対しては，メスを入れな
ければならない．また，効果のない租税特別措置や，あるいは既に政策的な必要性がなくなってしまっ
た租税特別措置は，関係業界の圧力に屈することなく，取りやめるべきである．
最後に，特別償却や生命保険料控除のような制度に関しては，租税特別措置の整理合理化の対象
とされにくい側面があることを指摘しておきたい．昭和 30年代において，特別償却も生命保険控除
も，整理合理化の対象とはなっていない 82）．昭和 30年代においては，特別償却も生命保険料控除も，
削減ではなく，むしろ拡大する傾向にあったといえるが，しかし特別償却が免税ではなく単なる税
の繰り延べあること，そして生命保険料控除も免税ではなく所得からの控除項目であり，実質的に
は税収が減少することが意識されていないことが，整理合理化の対象とされにくい理由の一つになっ
ているように思われる．
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The Disposal and Rationalization of Special Tax Treatments.
:Focussing on the report of the special tax system examination committee in year 31 
of the showa period and the revision of tax law in the fiscal year 32 of the showa period
Kazuaki KOIKE 
ABSTRACT
In Japan, the disposal and rationalization of special tax treatments has become a critical issue. Because of the reduction 
of the budget deficit, to reduce budget deficit has been one of the most important issues for the Japanese government these 
days. 
After World War Ⅱ , to develop Japanese society, the Japanese government supported Japanese people and companies 
with special tax treatments which gave tax benefits to them. But, because of the Japanese government’s support, Japanese 
people and companies had adequate savings and capital; the Japanese government decided to reduce the financial support 
with a tax system. 
Therefore, a special tax system examination committee was founded and a special report was issued. In 1956, the 
special tax system examination committee issued a special report. The critical issue of the special report was the disposal 
and rationalization of special tax treatments. Following the special report, the revision of tax law was done.
In this paper, the special report and the revision of tax law is examined. After the examination of the special tax 
treatments, unnecessary treatments were disposed of by the Japanese government. In terms of allowances, according to an 
accounting theory, the degree of reduction was decided. According to the theory of accounting and tax law, examination of 
the disposal and rationalization of special tax treatments might be an adequate approach. Many companies in Japan criticized 
the special report because the Japanese government tried to reduce their tax benefits. Therefore, the Japanese government 
could not reduce the special tax treatments enough. This paper suggests that in the near future, the Japanese government 
will have to reduce the special tax treatments and at that time, never yield to the criticism of Japanese companies.

